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アウトリーチ（Outreach）
　リハビリテーション専門家が直接地域活動に出向く訪問型サービス。地域で活

動するため，���と間違われることが多いが，基本的に医療モデルの���の延長線

上にあるサービス。

（障害の）医療モデル
　障害を人間の平均的な値からの逸脱ととらえ，平均的な値が正常という立場から

これを治療する対象と考えるモデル。

エンパワメント（Empowerment）
　力を与えることという意味がおおもとの意味であるが，ここでは障害者が元来

もっている能力を社会的抑圧などを取り除くことによって発揮できるようにする

という意味で使われる。すでに『ジェンダーと開発』の領域でも使われている用語

でもあるが，対象が異なるだけである。

開発アプローチ
慈善アプローチに対して，途上国のどこでも国家の目標とされる開発の過程から障

害者を排除しない，開発過程の一員と考えるというアプローチである。開発アプ

ローチは，国連�����によって１９８０年代からアジア・太平洋地域で推し進められて

きたが，いまだ十分にその趣旨は理解されているとはいえず，今後も引き続き，啓

蒙が必要なアプローチである。

開発援助
　「開発」の概念の変遷とともに変わってきているが，開発途上国・地域の発展を

支援すること。当然，そこに存在する人たちは限定的にとらえられてはならず，障

害者も含んだ発展（����������	
���
����	�����������）が考えなければならない。

ケイパビリティ・アプローチ（Capability Approach）
　イギリスの経済学者，�．センが提唱している「～であること」や「～できるこ

と」というさまざまな「機能（�����������	）」の達成可能性を表す｢ケイパビリティ

（�����������	）」の幅によって人々のよい生（����������）や生活の質を直接捉えよ

うとする視点・思考の枠組み。

言語集団
　同じ言語を話す集団。手話の問題を考える際には，民族などよりも広いこうした

概念を導入して考える必要がある。

権利アプローチ
　国連の障害者の権利条約の議論を通じて醸成されてきたアプローチ。開発アプ

ローチでは途上国という文脈が有効であったが，先進国も含めた文脈で，各国が課

題とすべきなのは，障害者の権利が非障害者と同様に保障され，実現されるような



状況を作ることであるという考え方。

国際協力
　国連の条約交渉の場では，各国間の協力を意味し，国家的な取り組みの支援や条

約の目的達成のための加盟国間の援助を意味する。このため，開発援助の別名であ

るとして，欧州連合（��）が障害者の権利条約の交渉でこの条文化に抵抗してい

たが，最終的には同条約に盛り込まれた。

慈善アプローチ
　狭義では，障害者の問題を慈善（�������）の問題として富裕層や国家が経済的余

裕を振り向けるものと考えるのが慈善アプローチである。さらに障害者の問題を

社会福祉の領域で実現すべきものとして，福祉予算のなかでのみ解決しようとする

ことも，障害を周縁的・個別的なものと考える意味で，広義の慈善アプローチに入

れられる。

ジェンダーと障害
　『障害と開発』のなかには，ジェンダーの問題も当然，考慮されないとならない。

途上国，障害者という二重の軛に加えて，もうひとつ女性という軛も抱えている人

たちがいる。女性障害者の場合，妻としての社会的役割を担えないとして結婚の機

会を奪われているようなケースのほか，逆に障害男性には非障害女性が妻としてあ

てがわれるような事実やセックスとは縁がなかったはずとされ，障害者が

��������感染者の迷信的治療の対象にされるようなケースがある。

社会開発
　経済開発ではとらえきれない社会的な側面から開発途上国の発展をとらえるア

プローチ。経済開発より，より広いアプローチといえる。経済開発のなかで取り残

された社会の部分，経済開発で十分に対応できなかった社会の部分にも注目して，

社会全体としての開発を考える仕方である。

社会のバリアフリー化
　障害者に利用しやすい公共施設や交通，情報通信などを整備すること。障害者の

資源利用可能性（エイタイトルメント）を高める制度的基盤や条件の指標化がその

指標として求められている。

（障害の）社会モデル
　障害の医療モデルとは異なり，社会集団や周囲の社会環境を考慮する社会科学的

アプローチ。このため，障害についても，個人の問題ではなく，社会と個人の間の

関係にこそ障害があるとして，社会の側での変革を求めるアプローチ。

集団モデル
　当事者どうしの結びつきを重視し，その集団にとっての良好な環境を求めようと

するモデル。個人が直接社会に対峙するという形ではなく，集団モデルは個人が帰

属する集団にとっての良好な社会的環境を考えようとする考え方。
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手話
　手話は各国の音声言語とは独立した文法をもつろう者の自然言語である。国連

の障害者の権利条約でも，コミュニケーション手段としてではなく，言語として認

知され，手話教育の充実や各国の手話の標準化への取り組みが課題として盛り込ま

れた。また多くの国では，聞こえる人たちとろう者とをつなぐ手話通訳の養成も急

務である。

障害（Disability）
　古くは，機能不全や社会生活上の不便・逸脱のことを指していたが，１９８０年���

が，���������	（機能・形態障害），����������（能力障害），��������（社会的不

利）という３つの障害概念の整理・普及を行った。その後，障害の社会モデルの出

現により，個人的な���������	と社会的に作られた����������の２つの障害がいわれ

るようになった。『障害と開発』では，障害の社会モデルの立場に立って，障害は，

個人に帰せられるものではなく，社会の側によって作られた「障害者を�������する

もの」に注目するという立場を取る。２００１年に���が出した���とよばれる新しい

障害分類は，こうした社会モデルを反映した環境要因を含むものになっている。

障害学（Disability Studies）
　イギリスやアメリカで発達した障害当事者の視点にもとづく社会科学。従来の

社会福祉学やリハビリテーション学がどちらかというと，障害者個人への対応に重

点をおいているのに対し，社会制度と障害者とのかかわりや，障害者を非力なもの

においやってしまう仕組みに注目する。特にイギリスで発達した障害学は，障害の

『社会モデル』を強く打ち出し，国連等での障害者関係施策に強く影響を与えている。

障害者団体
　障害をもつ本人あるいは障害によっては，その家族の人たちからなる団体も含む。

障害当事者団体ともよばれる。

（国連の）障害者の権利条約
　何度かの提案と否定を経ながら，ようやく２００６年８月２５日国連特別委員会で条約

草案の採択に続き，２００６年１２月１３日の国連総会において採択された。今後は，各国

による批准を経て成立する予定である。世界人権宣言で出された普遍的な人権の

確立だけでなく，児童や女性の権利と同様，新たに障害者にも権利が確認，確立さ

れることとなったことの意義は大きい。

　条約は，日本の国内法にも影響を及ぼすのみならず，「国際協力」についての条

項が入ったことで，開発分野においても途上国における障害分野での同条約の内容

の達成にどのように協力していくかという問題も今後，大きな課題となってくる。

障害調整生存年数（DALYs）
　����������	
��
���������������。世 界 銀 行 の『世 界 開 発 報 告１９９３』（������

����������	
�����	
１９９３，���������	
�１９９３）等で参照された健康指標で，生命の

質を調整した余命データを使った社会指標。
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自立生活運動（IL運動）
　障害者が施設のなかや，親の庇護・監督のもとではなく，障害者自身の自己決定

と自己管理のもとに町のなかで生活すること。医療モデル的な誰からも支援を得

ないで生活するという意味ではない。

人権
　国連では，子供，女性の問題等が慈善アプローチではなく，人権アプローチのも

とで取り組まれるようになってきている。障害者についても同じような方向が目

指されており，障害者もまた非障害者と同じ権利をもつ人間として，開発のさまざ

まな分野に貢献できるようにするべきであるという考え方がその基盤にある。

西・中部アフリカ
　ナイジェリアを中心にその周辺に広がるベナン，カメルーン，ガーナなどの国々。

アフリカでろう者によるろう教育が行われ，１９５７年以降，３０年間で１３ヶ国に３１校の

ろう学校が開設された地域。

人間開発指数
　国連開発計画の『人間開発報告書』で用いられる発展の評価指数。個人の特性や

能力と実際の生活の質を媒介する社会的文脈を十分に考慮することのない「生活の

質」指標について，障害と生活能力の間にあるメカニズム（あるいは社会的排除の

メカニズム）を明らかにしない危険性がある。

非障害者
　本書では，通常の「健常者」といういい方ではなく，非障害者といういい方を用

いる。これは，障害学の伝統に則ったいい方であるが，非障害者と障害者の間に，

「健康」あるいは「健常」というバイアスをもつ区別を無意識にもちこむことが，

社会の障壁のひとつであると考えているからである。

貧困削減
　１９９０年代の国連の国際開発目標をまとめあげた国連ミレニアム開発目標

（����）は，２０１５年までに１日１ドル未満で生活する人口比率を半減させるとい

うターゲットを掲げている。これにより貧困削減が，国際社会で共通して目指す目

的となった。

複線アプローチ
　ツイン・トラック・アプローチ（���������	�
������
）。開発援助における「障

害のメインストリーミング」と「障害者のエンパワメント」を開発援助というひと

つの枠組みのなかで平行して推し進めること目指すアプローチ。

法律扶助
　「法の下の平等」を実現し，市民の人権保障，特に社会的弱者の司法へのアクセ

スを保障するために行う扶助。司法へのアクセスとして有効な手段のひとつであ

るが，障害者の権利実現に結びついているのかどうかは各国の事例にもとづいて分

析されなければならない。
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メインストリーミング（Mainstreaming）
　主流化という意味であるが，障害者を社会の周縁部に追いやるのではなく，その

参加メンバーのひとりにしていくという意味。エンパワメントとともに『障害と開

発』の分野で世界的に重要な要素とされている。

CBR（Community-Based Rehabilitation）
　先進国で従来行われていたリハビリテーションは，大きなリハビリテーション施

設を建て，そこに通所・入院することで障害者のリハビリテーションを行うという

���（������������	
���
���
�����
����）であった。しかし，開発途上国の環境，特に

農村部が多い環境下では，そうした形のリハビリテーションは立地や財政の面でも

現実的ではない。これにとってかわるのが，���，���，������によって提唱さ

れた���である。地域コミュニティのなかでのリハビリテーションを目指す。

　地域社会のなかに小さな拠点を作ることで分散的で，生活の場そのものを変えて

いくというリハビリテーションを実現していこうというもの。地域開発の戦略の

ひとつとして位置づける努力もされている。

DID（Disability Inclusive Development）
　開発途上国における開発過程は障害者も含んだものでなければならないとする

考え方。ここでのポイントは，それをあえて強調しておかないと，ともすれば障害

者のことが開発政策やプロジェクトの立案などで忘れられがちとなるということ

である。また非障害者のみを想定したプロジェクトを作ったあとで，障害者の参加

が可能な条件をあとから揃えようとすると，コスト高になるケースの方が多いこと

も忘れてはならない。

IBR（Institute-Based Rehabilitation）
　従来から実践されている中央集権型アプローチの手法。障害者自身が施設まで

出向いてサービスを受けるという形態をとる医療モデルでのトップダウンのアプ

ローチ。
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附
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e 
of

 O
ur

 O
w

n）
の
ス
ロ
ー
ガ
ン

19
82
年
 
「
障
害
者
に
関
す
る
世
界
行
動
計
画
」
（
U
N
）
 

 
・
障
害
予
防
，
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
，
機
会
の
均
等
化
の
概
念

 
・
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
新
し
い
定
義

19
83
-1
99
2年
　
「
国
連
障
害
者
の
十
年
」
（
U
N
）
 

 
・
19
87
年
に
実
行
を
モ
ニ
タ
ー
す
る
た
め
の
専
門
家
会
議
の
開
催

 
・
途
上
国
の
障
害
者
で
成
果
が
一
部
出
て
い
た
こ
と
の
み
報
告
（
障
害
者
自
助
団
体
の
設
立
等
）

19
83
年
 

IL
O
「
障
害
者
の
職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
お
よ
び
雇
用
に
関
す
る
条
約
」
採
択
　
　
 

19
88
年
 
ギ
ャ
ロ
ー
デ
ッ
ト
大
学
学
長
選
／
ス
ト
ラ
イ
キ
（

D
ea

f P
re

si
de

nt
 N

ow
）
　
　
 

19
89
年
 

C
B

R
マ
ニ
ュ
ア
ル
発
行
（

W
H

O
）
 



　附録　「障害と開発」を理解するためのキーワード　325

   19
90
年
　
「
人
間
開
発
」
概
念
の
提
唱
 

 
「
万
人
の
た
め
の
教
育
に
関
す
る
世
界
宣
言
」
 

 
「
貧
困
」
『
世
界
開
発
報
告
』
（
世
銀
）
　
 

19
91
年
　
「
自
由
と
人
間
開
発
」
『
人
間
開
発
報
告
』
 （

U
N

D
P）
 

19
92
年
　
地
球
環
境
サ
ミ
ッ
ト
：
「
環
境
と
開
発
に
関
す
る
リ
オ
宣
言
」
「
ア
ジ
ェ
ン
ダ
21
」
 

 
「
グ
ロ
ー
バ
ル
な
市
場
経
済
と
人
間
開
発
」
『
人
間
開
発
報
告
』
 （

U
N

D
P）
 

 
「
民
族
的
・
宗
教
的
・
言
語
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
に
属
す
る
人
々
の
権
利
に
関
す
る
宣
言
」
（

U
N
）
 

19
93
年
　
「
民
衆
の
参
加
」
『
人
間
開
発
報
告
』
 （

U
N

D
P）
 

        19
94
年
　
「
平
和
と
安
全
保
障
」
『
人
間
開
発
報
告
』
 （

U
N

D
P）
　
  

19
95
年
　
世
界
女
性
会
議
と
世
界
社
会
開
発
サ
ミ
ッ
ト
 

 
「
ジ
ェ
ン
ダ
ー
」
『
人
間
開
発
報
告
』
 （

U
N

D
P）
 

19
96
年
　
「
経
済
成
長
」
『
人
間
開
発
報
告
』
（

U
N

D
P）
 

19
97
年
　
「
貧
困
」
『
人
間
開
発
報
告
』
（

U
N

D
P）
 

19
98
年
　
「
消
費
（
環
境
）
」
『
人
間
開
発
報
告
』
（

U
N

D
P）
 

19
99
年
　
「
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
」
『
人
間
開
発
報
告
』
（

U
N

D
P）
 

 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
社
会
主
義
国
家
ソ
連
崩
壊
に
よ
る
移
行
経
済
化
が
進
む
と
と
も
に
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
対
応
と
そ
れ
へ
の
拒
絶
反
応
も
起
き
，
途
上
国
の
多
様
な
発
展
に
も
関
心

４
．
19
90
年
代
…
…
当
事
者
主
体
の
時
代
  N
o
th
in
g
 A
b
o
ut
 U
s 
W
ith
o
ut
 U
s 

19
90
年
 
北
欧
，
米
国
で
バ
イ
リ
ン
ガ
ル
ろ
う
教
育
始
ま
る
 

19
90
年
 
障
害
を
も
つ
ア
メ
リ
カ
人
法
　
（

A
D

A
）
　
 

      19
93
年
 
「
障
害
者
の
機
会
均
等
化
に
関
す
る
基
準
規
則
」
（

U
N
）
 

  
・
22
の
規
則
か
ら
な
る

  
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
た
め
に
，
特
別
報
告
者
 B

en
gt

 L
in

dq
vi

st
 を
任
命

19
93
-2
00
2年
　
「
ア
ジ
ア
太
平
洋
障
害
者
の
十
年
」
 

  
・

D
PI
主
導
に
よ
る
中
国
と
日
本
を
中
心
と
し
た
共
同
提
案

  
・
初
の
地
域
の
社
会
経
済
委
員
会
（

E
SC

A
P）
に
よ
る
決
定

  
・
行
動
計
画
 A

ge
nd

a 
fo

r 
A

ct
io

n（
行
動
課
題
）
と
10
7項
の
目
標
の
採
択

  
・
２
年
に
１
度
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
会
議

19
94
年
 
「
特
別
な
ニ
ー
ズ
教
育
に
関
す
る
サ
ラ
マ
ン
カ
声
明
と
行
動
の
枠
組
み
」
（

U
N

E
SC

O
）
  

 
C

B
R
の

Jo
in

t p
os

iti
on

 p
ap

er
の
発
行
（

IL
O
，

U
N

E
SC

O
, W

H
O
）
 

19
95
年
 
ウ
ガ
ン
ダ
，
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
で
憲
法
で
手
話
が
公
用
語
と
し
て
認
め
ら
れ
る
 

  19
97
年
 

In
te

rn
at

io
na

l W
or

ki
ng

 G
ro

up
 o

n 
D

is
ab

ili
ty

 a
nd

 D
ev

el
op

m
en

t （
IW

G
D

D
）
 

 19
99
年
 

ID
A
（
国
際
障
害
同
盟
　

In
te

rn
at

io
na

l D
is

ab
ili

ty
 A

lli
an

ce
）
 

19
99
-2
00
9年
　
ア
フ
リ
カ
障
害
者
の
十
年
（
ア
フ
リ
カ
統
一
機
構
）
 

  20
00
年
代
　
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ベ
ー
ス
の
支
援
ツ
ー
ル
と
し
て
マ
イ
ク
ロ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
拡
大

20
00
年
　
国
連
総
会
で
「
ミ
レ
ニ
ア
ム
開
発
目
標
」
（

M
D

G
s）
採
択
 

 
「
人
権
」
『
人
間
開
発
報
告
』
（

U
N

D
P）
 

 
「
貧
困
と
の
闘
い
」
『
世
界
開
発
報
告
』
（
世
銀
）
 

20
01
年
　
「
新
し
い
技
術
」
『
人
間
開
発
報
告
』
（

U
N

D
P）
 

 20
02
年
　
ジ
ョ
ハ
ネ
ス
バ
ー
グ
・
サ
ミ
ッ
ト
 

 
「
民
主
主
義
と
ガ
バ
ナ
ン
ス
」
『
人
間
開
発
報
告
』
（

U
N

D
P）
 

20
03
年
　
「
ミ
レ
ニ
ア
ム
開
発
目
標
（
M
D
G
s）
」
 『
人
間
開
発
報
告
』
（

U
N

D
P）
 

  
「
人
間
の
安
全
保
障
」
に
つ
い
て
の
緒
方
・
セ
ン
報
告
書
出
る
 

 20
04
年
　
「
文
化
的
自
由
」
『
人
間
開
発
報
告
』
（

U
N

D
P）
 

20
05
年
　
「
国
際
協
力
」
『
人
間
開
発
報
告
』
（

U
N

D
P）
 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
世
界
的
な
取
り
組
み
と
し
て
ミ
レ
ニ
ア
ム
開
発
目
標
が
定
め
ら
れ
，
貧
困
削
減
が
世
界
共
通
の
テ
ー
マ
と
な
る
と
と
も
に
人
間
の
安
全
保
障
の
よ
う
に
社
会
開
発
の
重
要
性
も
喚
起
さ
れ
た

５
．
20
00
年
代
…
…
障
害
者
の
権
利
条
約
の
制
定
へ
 

     20
01
年
 
新
国
際
障
害
分
類
　
（

IC
F）
 

 
障
害
者
権
利
条
約
制
定
の
た
め
の
ア
ド
・
ホ
ッ
ク
委
員
会
設
立
提
案
 

20
02
年
 
障
害
者
権
利
条
約
制
定
の
た
め
の
特
別
委
員
会
開
催
（
20
06
年
８
月
ま
で
に
８
回
）
 

 
「
び
わ
こ
ミ
レ
ニ
ア
ム
・
フ
レ
ー
ム
・
ワ
ー
ク
」
（

E
SC

A
P）
 

20
03
-2
01
2年
　
第
２
次
ア
ジ
ア
太
平
洋
障
害
者
の
十
年
（
E
S
C
A
P
）
 

20
03
年
－
20
12
年
　
ア
ラ
ブ
障
害
者
の
十
年
（
ア
ラ
ブ
同
盟
，
国
連
西
ア
ジ
ア
経
済
社
会
委
員
会
）
 

20
03
年
 
世
界
ろ
う
連
盟
（

W
FD
）
会
議
で
ろ
う
者
の
言
語
権
を
決
議
 

 
新
世
紀
に
お
け
る
障
害
者
の
権
利
に
関
す
る
北
京
宣
言
（
世
界
障
害
者

N
G

O
サ
ミ
ッ
ト
）
 

20
04
年
 

C
B

R
の

Jo
in

t P
os

iti
on

 P
ap

er
の
改
訂
版
発
行
（

IL
O
，

U
N

E
SC

O
, W

H
O
）
 

 20
06
－
20
16
年
　
米
州
障
害
者
の
十
年
（
O
A
S
）
 

20
06
年
12
月
　
「
障
害
者
の
権
利
条
約
」
採
択
（

U
N
）
 

20
07
年
３
月
　
「
障
害
者
の
権
利
条
約
」
署
名
式
（

U
N
）
 


